
所得・資産格差の動向と

政策対応

アベノミクスが展開される前の10年間(2002-2012年）と、アベノミクスが展開さ

れたその後の3年間で、格差はとのように変化してきているのか。
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1 格差は拡大しているか

日本の所得格差に関して、現時点における

最新の情報を提供する政府統計としては、厚

生労働省が2016年 9月に公表した「所得再分

配調査」がある。 この調在は 3 年に一 度公表

されるが、最新の2014年調壺は2013年の所得

をベースにしている。 アベノミクスが始まっ

てから所得格差がどう変化しているかを誰も

が知りたいところだが、アベノミクスが始ま

ったのは2012年12月末だから、この調査だけ

では評価が難しいところである。

その点はやむをえないとして、この調査の

結果を紹介することから話を始めよう。 所得

格差を計測するためには、ジニ係数という尺

度がしばしば用いられる(0 から 1 の間の 値

をとり、値が大きくなると格差も大きくなる）。

このジニ係数の動きをみると、税や社会保障

による所得再分配を行う前の当初所得ベース

では、2001年の0.4983から2013年には0.5704

へと上昇傾向がみられる。 一 方、所得再分配

を行った後の再分配所得ベースではこの12年

間 ほぽ横ば い で 推 移し て お り、2013 年 は

0.4057と前回の0.4067からわずかに低下して

いる。 私たちの生活にとって璽要なのは再分

配所得のほうだが、その格差が安定的に推移

してきたことにはもっと注目してよい。

ところが、一般的な認識は「日本では格差

が拡大している」というものだろう。 統計に

は、この実感と少しずれがある。 ジニ係数は

これまでどうして安定してきたのだろうか。

また、アベノミクスが始まってから状況に変

化はないのか。 変化があるとすれば、どのよ

うな政策対応が必要になるのか。 以下では、

そうした点を簡単に検討してみようい

2 所得分布に変化の兆し

上述のように、「所得再分配調査」は2013年
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図2 貯蓄残高分布の変化
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出所）総務省統計局「家計調査」より筆者作成

着しているが、「貧困化」のほうが社会の変化

を表現する言業として適切であろう。

ところが、 アベノミクス期に入ると状況が

少し変化してくる。 重心が左にシフトしてき

た所得分布の変化のなかで、 年収400~700万

円の層の厚みが幾分薄くなり、 その両脇の層

が厚みを相対的に増している。 これは、 民主

党政権時代に増加が目指された「中間層」の

厚みがアベノミクスによってむしろ薄くなり、

所得分布の二極分化が緩やかながら始まって

いることを示唆する。 どうしてこのようなこ

とが起こっているのだろうか。

まず、 中間層よりやや所得が低い層が相対

的に厚くなっているのは、 アベノミクスによ

る雁用増が低所得の非正規中心に進んだから

であろう（それまで中所得の正規雇用者だっ

た者が非正規に転じるケ ースが増加した、 と

いうわけではないようだ）。 これに対して、

中間層よりやや所得が高い層が相対的に増え

ているのは、 アベノミクスによる円安の影響

で収益が改善した大企業の雇用者の所得増を

反映しているはずである。 さらに、 増加する

非正規扉用者の中には、 夫がすでにある程度

の所得を得ている妻がパ ート労働に出るなど、

「勝ち組非正規」 と呼ばれる者も少なくない

はずである。 そうしたタイプの非正規雇用の

増加がアッパー ・ミドル層の比率を引き上げ

た面もあると思われる。

なお、 年収1000万円以上の高所得層は、 ア

ベノミクスの下でも比率をあまり高めていな

い。「家計調査」では、 いわゆるトップ・リッ

チの所得まで完全に把握されていないので注

意が必要だが、 アベノミクスによって富裕層

が一 人勝ちしているという状況ではどうやら

なさそうである。

3 二極分化が加速する資産分布

それでは、 資産格差のほうはどうか。「家

計調在」 で把握できるのは、 銀行預金や証券

など金融資産で構成される貯蓄残高である。

図1と同様に、 アベノミクス前後において各

貯蓄階級の比率がどのように変化したかを比

べたものが図2である。 所得の場合とは対照
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集中しつつあるという状況は、 まさしく想定

内の展開だといえる。 しかし、 マクロ経済の

パフォ ー マンスから判断する限り、 格差拡大

による弊害を相殺できるほどの「経済再生」

効果は、 今のところアベノミクスに備わって

いない。 日本銀行による金融緩和も、 現時点

では刀折れ矢尽きた状態というほかない。 財

政政策も社会保障関係費で手一杯であり、 従

来型の景気刺激策には限界がある。

日本社会が当分の間、 格差拡大のモメンタ

ムから逃れられないとすれば、 どのような対

応が必要になるだろうか。 富裕層に対する資

産課税強化や、 これまでフラット化を進めて

きた所得税の再累進化も望ましいだろう。 し

かし、 そうした政策対応では所得再分配後の

所得分布の形状を大きく変化させるには至ら

ないと思われる。

政府が検討すべき方策は、 基本的に2つあ

る。 第1は、 所得分布の重心の左シフトや中

間層の比重低下が示唆する、 貧困リスクの高

まりへの対応である。 とりわけ見直すべきな

のは、 社会保険料負担の逆進性である。 低所

得で雇用状態が不安定な非正規労働者の中に

は、 被用者保険に加入できず、 国民年金（国

年）や国民健康保険（国保）に加入する人た

ちが増えている。 しかし、 国年・国保の保険

料には、 減免・減額措置はあるものの定額部

分があり、 低所得世帯ほど負担が相対的に重

くなる面がある。 一方、 所得控除が中心の現

行の所得税制では、 低所得層に対して非課税

にすること以上の支援を行えない。 社会保険

料負担に苦しみ、 セ ー フティ ー・ネットから

外れる危険性を回避するためには、 給付付き

税額控除による社会保険料負担の相殺など、

社会保障と税の 一 体改革が不可欠となろう

（田近・八塩2008)。

第2は、「中間層」復活を狙った長期戦略で

ある。 図1で示した所得分布の璽心の左シフ

トの背景には、 グロー バル化の下で日本の製

造業が国際競争力を失い、「ものづくり」を担

ってきた製造業の中核労働者が減少し、 高度

な技能・技術を要せず、 低賃金のサ ー ビス産

業の従事者が増加するという就業構造の変化

がある。 こうした日本全体の生産性低下に歯

止めをかけない限り、 中間層の自律的な復活

は難しい。 そこでまず必要なのは、 先進国の

中でGDPに対する比率が最も低い高等教育

への公的支援を引き上げることである。 そし

て、 非正規扉用に軸足を移し、 社内での人材

育成にまで手が回らなくなった企業を支援す

るためにも、 技能修得・熟練形成に対する公

的な取り組みが求められる。 日本企業はこれ

まで、 実質的に「学校」 としての役割を果た

し、 生産性向上を通じて中間層の厚みを増し

てきた。 そのメカニズムが機能しにくくなっ

ているとすれば、 人的資本形成の仕組みを社

会全体で再編・強化するしかない。

注

1)本稿は、 拙稿「アベノミクス前後のわが国の格差の現

状と評価」（東京財団「政策提言 —税と社会保障のグラ

ンドデザインを」、2016年6月）の内容をベー スにしてい

る。
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